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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第10期

第２四半期累計期間
第11期

第２四半期累計期間
第10期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

営業収益 (千円) 1,413,205 1,325,658 2,623,253

経常利益 (千円) 330,155 195,613 422,695

四半期(当期)純利益 (千円) 190,825 115,305 235,789

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 1,224,005 1,224,005 1,224,005

発行済株式総数 (株) 54,591 54,591 54,591

純資産額 (千円) 3,248,709 3,245,811 3,208,891

総資産額 (千円) 23,327,351 33,982,471 31,138,244

１株当たり純資産額 (円) 64,837.25 67,144.06 66,508.30

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 3,851.63 2,425.93 4,814.71

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 3,841.15 2,408.20 4,790.12

１株当たり配当額 (円) ― ― 1,800

自己資本比率 (％) 13.8 9.4 10.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,975,815 86,089 515,827

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △269,682 △420,872 △585,145

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,288,813 133,498 74,240

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 567,872 1,328,499 1,529,957

　

回次
第10期

第２四半期会計期間
第11期

第２四半期会計期間

会計期間
自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年７月１日
至  平成24年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 2,219.13 239.24

(注) １  当社は四半期連結財務諸表及び連結財務諸表を作成しておりませんので、四半期連結累計期間及び連結会計

年度に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

２　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、重要性が乏しいため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

　

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」からの重

要な変更があった事項は以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当第２四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであり

ます。

(1) 訴訟等について

当社を含む２名の法人および個人を被告として、総額395百万円の損害賠償請求訴訟が係属中でありま

したが、平成24年９月28日付「訴訟の判決に関するお知らせ」並びに平成24年10月17日付「訴訟の判決

の確定に関するお知らせ」にてプレスリリースしているとおり、従来からの当社の主張が認められ、原告

側による控訴提起の期限内に控訴がなされなかったため、当社を含む被告側の全面勝訴にて判決が確定

いたしました。この結果、当社の業績及び財政状態等に影響を与えるものはありません。

　なお、この他に、現在係属中の訴訟等はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

(1) カバー取引業務関連契約（追加先）

相手方の名称 国名及び所在地 契約品目 契約内容 契約期間

モルガン・スタンレー
・アンド・カンパニー
・インターナショナル
・ピーエルシー

London, U.K.外国為替取引

ＦＸ取引における
プライムブローカ
レッジサービス提
供に関する契約

平成24年７月25日
から制限なし

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、第１四半期と同様に東日本大震災後の復興需要等の牽

引や個人消費・設備投資等に持ち直しの動きが確認でき、緩やかながらも景気回復の兆しが見られる一

方で、長きにわたる円高相場、欧州債務問題の長期化や消費税増税問題、さらには中国経済に対するリス

ク再確認が、依然として不透明な状況を払拭しきれない要因として蔓延しています。

　その中にあって外国為替市場は、７月の米ドル/円相場は、79円台後半でのスタート後すぐに80円台の円

安水準を示現、その後、米雇用指数を始めとする経済指標が連続して芳しくない結果であったことから米

ドルの上値は徐々に切り下げられ、月後半にはスペインにて債務返済に向けた金融支援を要請したとの

報道を受けて77円台まで円高米ドル安に推移すると、我が国政府・日銀による介入警戒感等も相俟って、

月末には78円台に値を戻しました。８月に入ると、月初こそ一時77円台を示現し米雇用指標を始めとする

経済指標の予想を上回る良好な結果を受けて長期金利の上昇からジリ高の展開へと推移し、月半ばには

79円台後半まで円安米ドル高で推移したものの後が続かず、月下旬の米ＦＯＭＣ議事要旨で早期の追加

金融緩和が正当化されると判断されていたことが判明すると、その後、78円台前半まで下落いたしまし

た。９月に入ると、米雇用指標の改善見込みから一時79円台を示現したものの、米国債の格付け引下げの
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思惑等から78円台を割り込み、米ＦＯＭＣでＱＥ３が発表されると77円台前半の安値近辺まで円高米ド

ル安で推移いたしましたが、日銀政策決定会合にて金融緩和策が発表されると高値近辺の79円台前半ま

で急伸、その後は、中国、米国、欧州の経済指標の悪化から米ドルジリ安の展開で推移すると、77円台後半

まで下落して第２四半期末を迎えました。

米ドル/円以外に目を向けると、101円台からスタートしたユーロ/円相場は、ＥＣＢが追加利下げを

行った他、スペインでの財政不安の高まりから欧州債務問題への懸念が再燃し、94円台まで円高ユーロ安

に推移すると、ドラギＥＣＢ総裁の発言を受けて96円台までユーロは反発、あらためてＥＣＢによる国債

買入等の追加措置への期待が強まると99円台までユーロが上昇、その後、上昇一服から98円台を中心に

ユーロ/円が底堅く推移し、ＥＣＢによる無制限の国債購入計画発表や独憲法裁判所によるＥＳＭ合憲判

断等を受けて債務問題に対する過度な警戒感が薄らぎ、103円台まで円安ユーロ高で推移したものの、そ

の後は、スペインの救済支援要請の遅れ等の懸念が起因となり、第２四半期末にかけては99円台まで反落

いたしました。

　このような状況下において当社は、平成24年３月以降に段階的にリリースした「トラリピ(R)プロジェ

クト2012」第１弾の「せま割20」、第２弾の「らくトラ」、第３弾の「ポケトラ」のそれぞれが、顧客利

便性の向上や顧客サービスの充実に一役買い、また、第２四半期においてもこれらのサービスを複合的に

かつ積極的にＰＲしたことと従来からの地道な広報/ＰＲ活動が徐々に実を結んだことなどで、マスメ

ディアから注目して頂く機会も増え、８月後半以降には新聞や雑誌等に記事を取り上げて頂くことが多

くなったこと等も奏功し、顧客口座数は前年同期末の37,278口座から47,459口座（前年同期末比27.3％

増）へと拡大し、順調な推移となりました。預り資産残高についても、順調な口座獲得ペースに連動した

取引開始預託金の入金と、実際に当社にて取引を経験した顧客が「トラリピ(R)プロジェクト2012」に見

られるような顧客サービスの充実を体感すること等にも起因して、引き続き旺盛に取引意欲を示す既存

顧客からの順調な追加入金等の要因もあり、当第２四半期においても変わらず拡大一辺倒で推移するこ

とができ、当第２四半期末日現在で33ヶ月連続して預り資産残高が増加する結果とともに、創業来最高の

残高を更新し続けています。

　業績面に関しては、本年３月から段階的にリリースした「トラリピ(R)プロジェクト2012」第１弾の

「せま割20」、第２弾の「らくトラ」、第３弾の「ポケトラ」のそれぞれが、第１四半期よりもさらに顧

客に浸透し、第１四半期から続く低ボラティリティでリバウンドがあまり見られない円高相場の局面で

あっても、ある一定の収益獲得の底上げに大きく貢献いたしましたが、それ以上に第２四半期においては

さらにボラティリティが急低下したことが顧客取引高に大きく影響する結果となり、営業収益は

1,325,658千円（前年同期比6.2％減）となりました。営業費用に関しては、前年同期と比べて人員数が増

加していることや新規顧客の獲得のみならずブランディング強化を目的とした広告宣伝・ＰＲ活動の強

化、さらには、細分化しているそれぞれの顕在的な顧客ニーズのみならず潜在的な顧客ニーズにも対応で

きるようＣＲＭシステムの充実等を図った結果、1,124,882千円（前年同期比4.4％増）となり、営業利益

は200,776千円（前年同期比40.1％減）と、営業収益の伸び悩みがそのまま営業利益に影響する結果とな

りました。営業外収益は受取利息や受取保険金の計上等により401千円、営業外費用は支払利息等の計上

により5,563千円となった結果、経常利益は195,613千円（前年同期比40.8％減）となりました。また、税

引前四半期純利益は195,613千円（前年同期比40.8％減）、法人税等合計額として80,308千円計上した結

果、四半期純利益は115,305千円（前年同期比39.6％減）となりました。

　
(2) 財政状態の分析

前事業年度末から当第２四半期会計期間末までの財政状態の主な変動としましては、総資産について

は、前事業年度末と比べ2,844,227千円増加し、33,982,471千円となりました。これは主に、流動資産のう
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ち現金及び預金が66,742千円増加し、分別管理信託が2,427,909千円、外国為替取引評価勘定が220,652千

円増加したこと、さらには、有形固定資産が16,332千円減少し、無形固定資産が37,872千円、投資その他資

産が18,562千円それぞれ増加したためであります。

負債総額は前事業年度末と比べて2,807,306千円増加し、30,736,659千円となりました。これは主に、流

動負債のうち顧客預り勘定が2,632,923千円、短期借入金が240,000千円増加し、未払法人税等が58,285千

円減少したこと、さらには、固定負債のうち長期借入金が20,000千円減少したためであります。

純資産額は前事業年度末と比べて36,920千円増加し、3,245,811千円となりました。これは主に、第１四

半期に配当金の支払いが85,568千円ありましたが、四半期純利益を115,305千円計上したことにより、利

益剰余金が29,736千円増加したこと等によります。

　
(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の期末残高は、前事業

年度末と比較して、201,457千円の減少となり、残高は1,328,499千円となりました。各キャッシュ・フ

ローの状況とその要因は以下のとおりであります。
　

［営業活動によるキャッシュ・フロー］

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前四半期純利益を195,613千円、減価償却費を94,651千円計

上し、外国為替取引評価勘定（流動資産）が220,652千円、短期差入保証金が38,000千円、前払費用が

52,400千円増加したこと、さらに、法人税等の支払いとして137,003千円支出したこと等により、86,089千

円の増加（前年同期は1,975,815千円の減少）となりました。
　

［投資活動によるキャッシュ・フロー］

　投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入による500,000千円の支出と払戻による400,000

千円の収入と担保差入による200,000千円の支出、また、有形固定資産の取得による13,284千円の支出と

無形固定資産の取得による88,769千円の支出、差入保証金の差入による10,515千円の支出等により、

420,872千円の減少（前年同期は269,682千円の減少）となりました。
　

［財務活動によるキャッシュ・フロー］

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入れの実施による400,000千円の収入と返済による

160,000千円の支出、長期借入金の返済による20,000千円の支出、さらには、配当金の支払いによる85,568

千円の支出等により、133,498千円の増加（前年同期は1,288,813千円の増加）となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 203,615

計 203,615

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 54,591 54,591
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

当社は、単元株制度は
採用しておりません。

計 54,591 54,591 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年７月１日～
平成24年９月30日

― 54,591 ― 1,224,005 ― 1,129,005
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

山本　久敏 東京都港区 9,630 17.64

相葉　斉 東京都港区 3,748 6.87

大椋　正男 東京都新宿区 2,300 4.21

佐藤　辰夫 愛知県名古屋市熱田区 1,644 3.01

渡邊　悟 埼玉県さいたま市南区 1,384 2.54

ダイワ　キャピタルマーケッツ　
シンガポール　リミテッド（トラ
ストアカウント）

6 Shenton Way #26-08 DBS Building Tower
Two Singapore 068809

1,311 2.40

有限会社ブレーン 愛知県名古屋市熱田区二番１－１－９ 1,067 1.95

有限会社啓尚企画 東京都目黒区碑文谷３－８－１ 1,000 1.83

小倉　啓満 東京都目黒区 1,000 1.83

株式会社インテック 富山県富山市牛島新町５－５ 1,000 1.83

計 ― 24,084 44.12

(注) １　当社は、自己株式7,074株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合12.95％）を保有しておりますが、当該

自己株式には議決権がないため、上記の「大株主の状況」からは除外しております。

　　　　　

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　7,074

―
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式　47,517 47,517
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 54,591 ― ―

総株主の議決権 ― 47,517 ―

(注)　「完全議決株式（その他）」欄の普通株式には証券保管振替機構名義による失念株式７株が含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同名義による失念株式に係る議決権の数７個が含まれております。
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② 【自己株式等】

　 　 平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社マネースクウェ
ア・ジャパン

東京都中央区京橋二丁目
５番18号

7,074 ― 7,074 12.95

計 ― 7,074 ― 7,074 12.95

　

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間までの役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成24年７月１日から

平成24年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)に係る四

半期財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２

項により、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見

て、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度

に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、営業収益基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準          0.0％

営業収益基準      0.3％

利益基準        △1.4％

利益剰余金基準  △0.5％
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 2,222,622

※1
 2,289,364

分別管理信託 ※2
 28,039,811

※2
 30,467,720

外国為替取引評価勘定 ※3
 72,182

※3
 292,834

前払費用 38,135 90,535

繰延税金資産 23,344 20,648

その他 2,621 41,738

流動資産合計 30,398,718 33,202,843

固定資産

有形固定資産 227,533 211,200

無形固定資産 430,940 468,813

投資その他の資産

投資有価証券 121,000 121,000

関係会社株式 8,146 16,201

長期前払費用 630 373

差入保証金 69,950 80,206

その他 2,319 2,828

投資損失引当金 △120,995 △120,995

投資その他の資産合計 81,051 99,613

固定資産合計 739,526 779,628

資産合計 31,138,244 33,982,471
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

顧客預り勘定 ※4
 27,043,140

※4
 29,676,063

短期借入金 ※1, ※5
 300,000

※1, ※5
 540,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 40,000

※1
 40,000

未払金 173,198 177,935

未払法人税等 141,646 83,361

ポイント引当金 32,769 35,070

その他 11,941 13,453

流動負債合計 27,742,696 30,565,885

固定負債

長期借入金 ※1
 120,000

※1
 100,000

資産除去債務 62,108 66,968

繰延税金負債 4,548 3,806

固定負債合計 186,657 170,774

負債合計 27,929,353 30,736,659

純資産の部

株主資本

資本金 1,224,005 1,224,005

資本剰余金

資本準備金 1,129,005 1,129,005

資本剰余金合計 1,129,005 1,129,005

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 1,080,573 1,110,310

利益剰余金合計 1,080,573 1,110,310

自己株式 △271,912 △272,836

株主資本合計 3,161,671 3,190,484

新株予約権 47,219 55,327

純資産合計 3,208,891 3,245,811

負債純資産合計 31,138,244 33,982,471
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

営業収益

トレーディング損益 1,413,205 1,325,658

営業収益計 1,413,205 1,325,658

営業費用

販売費及び一般管理費 ※1
 1,077,966

※1
 1,124,882

営業利益 335,238 200,776

営業外収益

受取利息 747 247

受取保険金 － 106

その他 205 47

営業外収益合計 952 401

営業外費用

支払利息 6,006 5,192

支払手数料 16 8

その他 11 362

営業外費用合計 6,035 5,563

経常利益 330,155 195,613

税引前四半期純利益 330,155 195,613

法人税、住民税及び事業税 149,546 78,354

法人税等調整額 △10,216 1,954

法人税等合計 139,329 80,308

四半期純利益 190,825 115,305
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 330,155 195,613

減価償却費 82,334 94,651

株式報酬費用 9,385 8,136

受取利息 △747 △247

支払利息 6,006 5,192

ポイント引当金の増減額（△は減少） 9,178 2,301

為替差損益（△は益） 189 172

分別管理信託の増減額（△は増加） 631,944 △2,396,108

外国為替差入担保金の増減額（△は増加） △2,205,986 －

前払費用の増減額（△は増加） △134,670 △52,400

未払金の増減額（△は減少） △30,488 △5,327

短期差入保証金の増減額（△は増加） 40,000 △38,000

顧客預り勘定の増減額（△は減少） △648,862 2,632,923

外国為替取引評価勘定(流動資産)の増減額(△は
増加)

－ △220,652

外国為替取引評価勘定(流動負債)の増減額(△は
減少)

27,196 －

その他 3,993 1,783

小計 △1,880,371 228,037

利息の受取額 889 247

利息の支払額 △6,023 △5,192

法人税等の支払額 △90,309 △137,003

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,975,815 86,089

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,500,000 △500,000

定期預金の払戻による収入 1,500,000 400,000

定期預金の担保差入による支出 － △200,000

有形固定資産の取得による支出 △106,565 △13,284

無形固定資産の取得による支出 △161,335 △88,769

差入保証金の差入による支出 △1,273 △10,515

差入保証金の回収による収入 － 260

関係会社出資金の払込による支出 － △8,055

その他 △508 △508

投資活動によるキャッシュ・フロー △269,682 △420,872

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,400,000 400,000

短期借入金の返済による支出 － △160,000

長期借入金の返済による支出 △20,000 △20,000

配当金の支払額 △89,253 △85,568

自己株式の取得による支出 △1,932 △932

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,288,813 133,498

現金及び現金同等物に係る換算差額 △189 △172

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △956,873 △201,457

現金及び現金同等物の期首残高 1,524,746 1,529,957

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 567,872

※1
 1,328,499
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【継続企業の前提に関する事項】

　　該当事項はありません。

　
【会計方針の変更等】

当第２四半期累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

（会計上の見積りの変更と区分することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以降に取得した有形固定資産につ

いては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　なお、この変更による当第２四半期累計期間の損益に与える影響は軽微であります。　

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　該当事項はありません。

　
【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※１　担保資産

担保に供している資産は次のとおりであります。

(1)

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成24年９月30日)

現金及び預金（定期預金）　  　600,000千円 400,000千円

上記に対応する債務

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成24年９月30日)

短期借入金 300,000千円 400,000千円

１年内返済予定の長期借入金 40,000千円 40,000千円

長期借入金 120,000千円 100,000千円

合計 460,000千円 540,000千円

(2)外国為替証拠金取引に関連して生じる債務およびこれに関連して金融機関が行っている支払承諾

契約（極度額4,000,000千円）に基づく債務保証に対する担保として、現金及び預金（定期預金）

1,500,000千円を差し入れるとともに、顧客区分管理信託契約に基づく信託受益権に係る信託財産のう

ち、顧客区分管理必要額等控除後の残余財産に対して、金融機関を質権者とする質権を設定しておりま

す。

※２　分別管理信託

外国為替証拠金取引に係る顧客から受け入れた取引証拠金等を区分管理するため、信託業務を行って

いる銀行と顧客区分管理信託契約を締結しております。

※３　外国為替取引評価勘定

カウンターパーティー（カバー取引先金融機関）とのカバー取引の評価損益について外国為替取引評

価勘定として計上しております。
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※４　顧客預り勘定

顧客との外国為替証拠金取引により発生するものであり、顧客から受け入れた取引証拠金に顧客の損

益を含めた残高で表示しております。

なお、顧客預り勘定の内訳は下記のとおりであります。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成24年９月30日)

預り証拠金 31,279,388千円 37,170,024千円

確定損益未受渡分 32,356千円 33,814千円

未決済残高評価損益 △4,268,605千円 △7,527,774千円

顧客預り勘定　合計 27,043,140千円 29,676,063千円

※５　当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。

当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成24年９月30日)

当座貸越極度額の総額 600,000千円 400,000千円

借入実行残高 300,000千円 400,000千円

差引額 300,000千円 ― 千円

　

(四半期損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費の主なもののうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前第２四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

役員報酬 68,480千円 83,277千円

給与手当 183,091千円 196,544千円

広告宣伝費 254,662千円 304,543千円

ポイント引当金繰入額 9,178千円 2,301千円

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前第２四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

現金及び預金 1,837,809千円 2,289,364千円

外国為替証拠金取引顧客分別金 △144,598千円 △222,767千円

分別管理信託（自己勘定） 374,661千円 1,261,903千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,500,000千円 △100,000千円

担保に供している定期預金 ―　千円 △1,900,000千円

　現金及び現金同等物 567,872千円 1,328,499千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１．配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 89,2561,800.00平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

　

当第２四半期累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

１．配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 85,5681,800.00平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

　

(金融商品関係)

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。　

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。　
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(デリバティブ取引関係)

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類毎の事業年度末日

における契約額又は契約額等の時価、評価額、評価損益等の算定方法は次のとおりであります。

通貨関連

前事業年度末（平成24年３月3１日）　

種類
契約額等
(千円)

契約額等のうち
１年超(千円)

契約額等の時価
(千円)

評価額
(千円)

評価損益
(千円)

外国為替証拠金取引 　 　 　 　 　

売建 62,375,253 ― 59,119,5493,255,7043,255,704

買建 19,354,482 ― 20,367,3831,012,9011,012,901

合計 ─ ─ ─ 4,268,6054,268,605

(注) １　顧客との未決済の外国為替証拠金取引に係る上記評価損益については、貸借対照表において顧客預り勘定に含

めて表示しております。

２　時価の算定方法　　事業年度末の直物為替相場により算定しております。

　

当第２四半期会計期間末（平成24年９月30日）

対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、

当該取引の契約額その他の金額に前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

種類
契約額等
(千円)

契約額等のうち
１年超(千円)

契約額等の時価
(千円)

評価額
(千円)

評価損益
(千円)

外国為替証拠金取引 　 　 　 　 　

売建 106,190,221 ― 98,939,2387,250,9827,250,982

買建 15,918,476 ― 16,195,268276,791 276,791

合計 ─ ─ ─ 7,527,7747,527,774

(注) １　顧客との未決済の外国為替証拠金取引に係る上記評価損益については、四半期貸借対照表において顧客預り勘

定に含めて表示しております。

２　時価の算定方法　　四半期会計期間末の直物為替相場により算定しております。

　

カウンターパーティーとのデリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

前事業年度末（平成24年３月31日）

種類
契約額等
(千円)

契約額等のうち
１年超(千円)

契約額等の時価
(千円)

評価額
(千円)

評価損益
(千円)

為替予約 　 　 　 　 　

売建 72,322,243 ― 72,648,776△326,532△326,532

買建 111,002,227 ― 111,400,942398,715 398,715

合計 ─ ─ ─ 72,182 72,182

(注) １　カウンターパーティーとのカバー取引に係る上記評価損益については、貸借対照表において外国為替取引評価

勘定（流動資産）として表示しております。

２　時価の算定方法　　事業年度末の直物為替相場により算定しております。
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当第２四半期会計期間末（平成24年９月30日）　

　対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当

該取引の契約額その他の金額に前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

種類
契約額等
(千円)

契約額等のうち
１年超(千円)

契約額等の時価
(千円)

評価額
(千円)

評価損益
(千円)

為替予約 　 　 　 　 　

売建 108,190,519 ― 108,096,11494,405 94,405

買建 190,641,654 ― 190,840,084198,429 198,429

合計 ─ ─ ─ 292,834 292,834

(注) １　カウンターパーティーとのカバー取引に係る上記評価損益については、四半期貸借対照表において外国為替取

引評価勘定（流動資産）として表示しております。

２　時価の算定方法　　四半期会計期間末の直物為替相場により算定しております。

　

(持分法損益等)

当社が有している非連結子会社は、重要性が低いことから記載を省略しております。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第２四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

 当社は、外国為替証拠金取引及びその関連事業等の単一セグメントであるため記載を省略しております。

　
Ⅱ  当第２四半期累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

 当社は、外国為替証拠金取引及びその関連事業等の単一セグメントであるため記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)

　　１株当たり純資産額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(平成24年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成24年９月30日)

１株当たり純資産額 66,508円30銭 67,144円06銭

（算定上の基礎） 　 　

純資産の部の合計額(千円) 3,208,891 3,245,811

普通株式に係る純資産額(千円) 3,161,671 3,190,484

差額の主な内訳(千円) 　 　

  新株予約権 47,219 55,327

普通株式の発行済株式数(株) 54,591 54,591

普通株式の自己株式数(株) 7,053 7,074

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株) 47,538 47,517
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１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 3,851円63銭 2,425円93銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益金額(千円) 190,825 115,305

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 190,825 115,305

    普通株式の期中平均株式数(株) 49,544 47,530

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 3,841円15銭 2,408円20銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益調整額(千円) ― ―

    普通株式増加数(株) 135 350

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要

　　　　　　　　　　  ― ―

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。　

　

２ 【その他】

継続中であった当社を含む２名の法人及び個人を被告とした総額約395百万円の損害賠償請求訴訟に

ついては、「第２ 事業の状況　１ 事業等のリスク (1)訴訟等について」で記載のとおり、当社を含む被

告側の全面勝訴にて判決が確定しております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年11月14日

株式会社マネースクウェア・ジャパン

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    尾    関    　    純    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    田    中    　    量    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社マネースクウェア・ジャパンの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第11期事業年度の第２四

半期会計期間(平成24年７月１日から平成24年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成24年４月１日か
ら平成24年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期
キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半
期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に
対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社マネースクウェア・ジャパンの平成24年９月
30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの
状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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